
柱立て

別冊 明治用水頭首工で発生した漏水事故に関する緊急要請

別冊 新型コロナウイルス感染症対策の強化

空港・港湾等の物流拠点と生産拠点を結ぶ広域道路ネットワークの整備推進

2 背後産業の国際競争力を支える名古屋港・三河港・衣浦港の整備推進

3 リニア中央新幹線を中心とした鉄道ネットワークの充実

4 中部国際空港の第二滑走路の整備を始めとする空港の機能強化

5 持続可能で活力のあるまちづくりに向けた都市基盤の整備

6 スーパー・メガリージョンのセンターを担う大都市圏づくりの推進

7 持続的な経済成長の実現と産業競争力の強化

8 次世代産業の推進

9 イノベーション創出に向けた支援の充実･体制の強化

10 国家戦略特区の推進

11 アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区の推進

12 中小企業対策の推進

13 ＭＩＣＥ誘致と国際観光の推進

項　　目　　名

1

・強固な仮設構造物による緊急取水の適正量確保、漏水箇所の確実な閉塞及び頭首工の
　迅速な機能復旧

・「グローバルインダストリー日本版」を始めとする大規模イベントの地方開催支援

「リニア大
交流圏」の
形成

・一宮西港道路の路線検討推進、名古屋三河道路の路線検討支援

・『中部国際空港の将来構想』の第1段階である第二滑走路供用開始に対する支援

＜ワクチン接種の円滑な実施＞

・現状9月末となっているワクチン接種の終了期日を延長する場合、具体的な方針の
　速やかな提示

＜地域経済への影響を踏まえた対策＞

・感染症の影響に加え、原油価格の高騰や円安等により厳しい状況にある事業者を支援
　するため、幅広い経済対策や事業者支援、為替の安定化対策の実施

・漏水に起因する農業者の収入減少等に対する全額補填、かかり増し経費等に対する
　支援、県が行う農業用水確保に向けた取組や農業者支援事業への全額国費負担

・漏水事故の原因究明及び再発防止のための対策工事の実施

・老朽化対策を行う農業農村整備事業の予算確保、緊急連絡水路整備等の事業制度創設

・医療従事者等を4回目接種用ワクチン接種対象者へ追加した上で、3回目接種完了者全員
　を4回目接種用ワクチン接種対象者へ追加

・自動車電動化により影響を受ける自動車サプライヤーへの人的・財政的支援の強化

・自動車諸税についてより相応しい税体系・負担水準のあり方検討、税制のみならず
　産業・雇用政策等を含めた議論

・大規模水素受入・供給拠点の整備に向けた環境づくりや規制緩和の推進

・スタートアップ投資の促進支援

・国立研究開発法人の機能・財政基盤の更なる強化、政府研究開発投資の強化

産業首都あ
いち

新規

内容変更

内容変更

内容変更

内容変更

内容変更

新規
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14 特定家畜伝染病対策

15 農業の生産力強化

16 農業農村整備事業の促進

17 森林の適切な管理と林業の活性化

18 水産業振興施策の充実

19 学校教育の充実

20 就学支援の充実

21 女性の活躍促進

22 子育て支援施策の充実

23 児童虐待防止対策の充実

24 地域における医療提供体制の確保

25 国民健康保険の基盤強化

26 障害のある人の地域生活を支える体制の整備

27 特別支援教育の充実

28 就業支援・職業能力開発等の推進

29 外国人材の受入れ・多文化共生社会づくり

30 国際芸術祭に対する支援

31 アジア競技大会・アジアパラ競技大会の開催に対する支援

南海トラフ地震対策等の推進

①基幹的広域防災拠点の整備、耐震化対策の促進等

②ゼロメートル地帯の災害対策の推進

33 社会インフラの老朽化対策

34 治水・利水対策の推進

35 交通安全対策の推進

36 安全なまちづくりの推進

37 地方消費者行政に対する支援

38 カーボンニュートラルの実現に向けた対策の推進

39 生物多様性の保全対策の推進

40 水循環再生による伊勢湾・三河湾の水環境の改善

41 デジタル社会の実現に向けたＤＸの推進

42 地方税財源の確保・充実

43 まち・ひと・しごと創生

44 地方分権改革の推進

環境首都あ
いちの推進

農林水産業
の振興

「人が輝く
あいち」

・育児休業代替教員について義務教育費国庫負担法の対象拡大

行 財 政 改
革・地方分
権の推進

選ばれる魅
力的な地域
づくり

・スポーツ振興くじ（toto）や宝くじによる支援

・組織委員会への寄附金について法人税法上の指定寄附金及び所得税法上の特定寄附金と
　して指定

安全・安心
なあいち

32

・燃油価格高騰対策として施設園芸セーフティネット構築事業の加入要件緩和、配合飼料
　価格安定制度の拡充、肥料価格高騰に対する影響緩和対策の仕組み創設

内容変更

内容変更

新 規 項 目 ：２項目

主な変更項目：８項目

内容変更
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